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第 9章

福岡市都心再開発「ソラリア計画」とその影響
－商業・飲食業の変化を中心に 1） －

加　藤　要　一

１．はじめに

アジアの拠点都市をめざしている福岡市では現在，天神地区で新たな雇用
と空間の創出するプロジェクト「天神ビッグバン」が進行中である．いまや
アジアからの需要を呼び込もうとする天神地区であるが，その基盤は，1990
年代から 2000 年代初頭にかけておこなわれた西日本鉄道（株）主導でおこ
なわれた駅ビル再開発「ソラリア計画」をきっかけとした商業集積にあると
言える．この再開発によって，天神地区は「超広域型商店街」 1）に成長し，
その商業吸引力は九州圏全体に及ぶようになったからである．特急かもめに
乗車して天神地区に買い物に来る「かもめ族」なる言葉ができたのもこの頃
である．この章では，このソラリア計画の進行する時期の，福岡市天神地区
とその周辺部で商業・飲食業の変化はどのようなものであり，ソラリア計画
がどう影響したのか，あるいは影響しなかったのかを主として商業統計，事
業所統計の「小地域統計」をもとに明らかにしたい．また，同時期に日本全
国各地でおこなわれた大規模な JR 駅ビル再開発の周辺地域への影響を分析
し，ソラリア計画を比較することにより，その特質を捉えたいと考える．

なお， 2011 年開業の JR 博多駅ビルの影響， 現在進行中の博多地区の再開
発：博多コネクティッドの影響については， 本稿で使用した商業統計， 事業
所統計の 「小地域統計」 が， 2006 年と 2007 年を最後に途切れたことから，別
の方法をとる必要があり， 稿を改めなくてはならないことをお断りしておく．

　　　　　　　　　　
１）商店街（商業中心地）は商圏の広狭によって，超広域型，広域型，地域型，近隣型に分類

される．
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２．他都市 JR駅ビル再開発の影響

1987 年の国鉄分割民営化により誕生した各 JR は，事業多角化のため駅ビ
ル再開発をおこなった．代表的なもので竣工順に 1997 年京都駅ビル，1999
年名古屋駅ビル，2003 年札幌駅ビルであり，いずれも延べ床面積 20 万平方
メートルの巨大なものである．これら圧倒的集客を誇る中心駅への駅ビル建
設によって，新たな商業集積の「核」が誕生し，従来の商業中心地であった
京都の四条・河原町地区，名古屋の栄地区，札幌の大通地区との商業をめぐ
る「地区間競争」が生じた．その様相を統計資料により確認してみよう 2）．

京都駅ビルは，1997 年に伊勢丹（37,400㎡）を核に開業している．表 9-1
にて，この年の前後の変化に注目しよう．京都駅地区は，1997 年から 2002
年にかけてほぼ伊勢丹の売場面積分 37,400㎡の増加，年間販売額（以下，年
販と省略，表中も同様）も伊勢丹分の約 400 億円の増加となっている．河原
町地区は，駅ビルに対抗して売場面積が増加するも，年販が約 500 億円減少，
売場効率を大きく低下させることとなった．商店数では最寄品がほぼ変わら
ないものの，比較的遠くから来街し購入する買回品が大きく減少しており，
京都駅ビルの影響が見られる．ただし，年販では京都駅地区の倍をいまだ誇っ
ており，従来の商業中心地としての「格」は保っている．市民へのアンケー
ト調査 3）によると，「両地区のどちらが魅力あるか」との問いには，河原町
地区 47.4%，京都駅地区 19.6% と答え，また「買回品をどこで買うか」との
問いには，四条通（河原町）が１位で 44.7%，京都駅地区は３位で 9.1% となっ
ており，消費行動の習慣性は強固であると言えよう．

名古屋駅ビル再開発は，1993 年より旧駅舎の解体が始まり，2000 年 3 月，
ジェイアール名古屋タカシマヤ（売場面積 75,065㎡）をはじめとした商業施

表 9-1　京都市 2極における小売業諸指標の比較

　　　　　　　　　　
２）詳しくは，加藤要一（2013）を参照．
３）宮内尚志（2011）．
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設，ホテル，飲食店，オフィスを含む敷地面積 82,191㎡，延べ床面積
416,565㎡の巨大な複合施設 JR セントラルタワーズが誕生した．表 9-2 にて，
名古屋駅地区と従来の中心商業地である栄地区との比較をおこなう．1997
年から 2002 年にかけて，年販が 2302 億円から 2685 億円へ，売場面積が
116,193㎡から 170,119㎡へと駅ビル分が増加しているが，商店数では，722
から 614 へ，さらに 2007 年には 475 へと大きな減少を続けており，駅ビル
再開発は駅近接の周辺地域の店舗の増加には寄与していない．このことは，
表 9-3 で地下街の歩行者通行量においても傍証できる．すなわち，駅ビルで
来街者が堰き止められて，栄地区まで足を運ばず，栄地下街の通行量が減少
することは当然であろう．だが，名古屋駅地下街も栄地区と同様に減少して
おり，駅ビル周辺への来街者の回遊性が創出されていないことからも覗える．
名古屋駅地区では，買回品，最寄品ともに商店数を減らしており，駅ビル近
接地域から駅ビルへの商業機能の集中が読み取れる．これに対し，栄地区は
年販が 1997 年から 2002 年にかけて駅ビル開業の影響により 4438 億円から
4085 億円へと減少するが，2007 年には 4306 億円へと回復している．また商

表 9-2　名古屋市の 2極における小売業諸指標の比較

表 9-3　JRセントラルタワー開業前後の地下街歩行者通行量
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店数も同時期 885 → 958 → 1007 へと増加，特に買回品の商店数が増加して
おり，栄地区の広域型商店街としての強さは維持できている．

札幌駅ビル再開発は，「札幌駅南口土地区画整理事業」として 1998 年より
工事着手，JR タワーと大丸百貨店札幌店（45,000㎡）が 2003 年に開業した．
JR タワーは大丸と合わせて商業施設，飲食店，シネコン，ホテルを組み込
む巨大な複合施設となった．また，並行して駅前広場（19,000㎡）が整備され，
駅前地下街（アピア）も 1999 年に開業している．

この再開発にともなう駅周辺地区と従来の中心商業地である大通地区の小
売売上高の変化を，表 9-4 で見る．札幌駅南口地区では，年販がバブル期の
1991 年の 1122 億円をピークに減少傾向があったものが，一旦再開発で減少
するものの，JR タワー開業によって 2004 年に 1140 億円とバブル期レベル
に回復，2007 年には 1204 億円まで伸ばしている．店舗面積も駅ビル建て替
えに伴い一旦減少するも，大幅贈となった．大通地区との比較では，札幌駅
南口地区と大通地区では，かつては，例えば 1991 年の年販では 1122 億円対
2647 億円と，2.5 倍の差があったものが，2007 年時点では 1204 億円対 1572
億円と両地区の差があまりなくなった．これは，先に見た京都，名古屋が，
JR 駅ビル地区の勃興がありつつも従来の中心商業地の優位が保たれている
のとは対照的である．大通地区は，売場面積は札幌駅ビルへの対抗のため増
加するものの，年販は駅ビル開業前の 2002 年の 2050 億円から，開業後の
2007 年には 1572 億円まで減少した．もともと，バブル期の 1991 年の 2647
億円をピークに減少傾向にあったものが，駅ビル開業の影響が打撃となり，
段差を持って減少した形である．駅ビルの開業は，売場効率や，買回品・最
寄品区分に影響を及ぼしている．従来の商業中心地であり地元百貨店が立地
する大通地区の方が，札幌駅より売場効率が高かった．これは，単価の高い
買回品の年販の高さに由来するものであった．しかし駅ビル開業後，買回品

表 9-4　札幌市の 2極における小売業諸指標の比較
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の年販，商店数ともに減少，売場効率も大きく低下し 97 となった．逆に札
幌駅南口地区の買回品の年販，商店数が増加するも，売場効率は低下して
101 と，両地区ともほぼ同額となっており，両地区間の消耗戦ぶりが覗える．
店舗を消費者が回遊しながら比較検討して購入する買回品は，比較的長距離
から来街し購入する（「足が長い」）．そのため，来街者の回遊行動が「まち
の賑わい」となる．また買回品の売上高は広域型商業地として指標にもなる
ものだが，大通地区はその「広域性」を失いつつあると言えよう．札幌駅ビ
ル地区は札幌都市圏における広域型商業地としての地位を大通り地区から奪
い，一極集中を進めつつある．

歩行者通行量を見ても（表 9-5），駅ビル開発後，増加しているのは札駅地
下街だけであり，地下街の西武東急口，札幌駅前は減少していて，駅周辺の
歩行者の回遊性は低下している．また，駅から離れた大通地区や，すすきの
地区など広範囲で歩行者通行量が減少している．大通地区に立地する百貨店
では，代表的地元百貨店であった丸井今井と三越の売上が，駅ビル開業後急
激に減少した．その結果，2009 年に丸井今井は民事再生法の適用を申請し，
三越伊勢丹ホールディングスのもとで再建を目指すこととなった．駅ビルの
来街者囲い込み効果は，他都市と比較し絶大だと言わなければならない．

３．福岡市天神地区「ソラリア計画」とその影響 4）

福岡市郊外のベッドタウン化は，まず西鉄大牟田線沿線から始まった．
1972 年に春日市，大野城市，筑紫野市，小郡市が，1982 年に太宰府市が市
制施行した 5）．これは当線が主要駅での緩急接続や頻繁運転など都市私鉄型

表 9-5　JRタワー開業前後の歩行者通行量の推移

　　　　　　　　　　
４）詳しくは，芳賀博文・加藤要一（2020）を参照．
５）福岡都市圏では，ほかに 1981 年に宗像市，1992 年に前原市が市制施行した．
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のサービスを，福岡県でいち早く始めたからである．1987 年の国鉄民営化
時点の 1 日乗降客は，博多駅が 11 万 3 千人に対し，西鉄福岡駅は 16 万 5 千
人であり 6），西鉄福岡駅の駅勢圏は博多駅より広かった．

1989 年にソラリアプラザビル（店舗面積 19,700㎡）開業，いわゆる「第
二次天神流通戦争」の幕開けとなった．1997 年にソラリアターミナルビル（店
舗面積 37,604㎡）完成，２階に大牟田線ホーム，３階にバスセンター，その
他の階には福岡三越が入居した．この時，福岡駅ホームは 70 ｍ南下した 7）．
その南下した福岡駅ホーム跡地にソラリアステージビル（店舗面積 11,710㎡，
延床面積 32,107㎡）が 1999 年に完成し，ソラリア計画が完了した．

天神地区の駅ビル建設により，東西の歩行者の往来を妨げていた高速バス
を中心とした旧バスセンターは，駅ビル３階のバスセンターに集約され，渡
辺通りと西通りを結ぶ自由通路を開設され，東西の回遊性が向上した．また
駅構造の特徴としては，よく JR 駅にあるような駅前広場がなく，駅ビルが
直接道路に面している．市内路線バスはバスプールがなく，十数カ所に及ぶ
街路のバス停に分散している（図 9-1）．またタクシープールもなく，道路の

図 9-1　天神地区のバス停

　　　　　　　　　　
６）『福岡市統計書』1987 年版．博多駅は在来線のみで，乗車人数を 2 倍した数値．
７）天神の中心地が岩田屋前から，ライオン広場へ南下，この南下によって岩田屋は駅乗降客

にとって遠くなり，苦境に立たされた．
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車線をつぶす形となっている．こうした状態は，効率を求める交通工学から
言えば問題であろうが，そのために，かえって周辺商業施設相互の距離が近
く，複数の商業施設を比較検討して購入する「買い回り」がしやすく，回遊
性向上に寄与している．コンパクト・シティの先駆けとも言える．

４．天神とその西側（大名・今泉地区）

このソラリア計画が周辺地域の商業にどのような影響をもたらしたかにつ
いて，小売業と飲食業を中心に確認する．以下に使用する資料は，福岡市役
所編『福岡市の商業』『福岡市の事業所』の統計区（図 9-2， 3）ごとの小地
域統計である．以下，統計区には「」を付けて表現する．

まず，天神地区の状況（表 9-6）は，駅ビル再開発がおこなわれた 1990 年
代に，売場面積が約 20 万㎡から 30 万㎡へと 1.5 倍に増える一方で，年販は
3500 億円前後で増えていない．この時期は，「第３次天神流通戦争」（『天神
パワー』 8））と呼ばれるオーバーストア下の商業施設間の競争が現出した．
年販は「第２次天神流通戦争」の 1980 年代から 1991 年への伸びが大きく，
90 年代以降の伸びは止まっている．バブル期の売り上げがその後も維持で
きているとも言えようか．ただ，買い回り品の「織物・衣服・身の回りの品」
は，90 年代が 1000 億円を超えるピーク期で，それ以降減少しており，90 年

　　　　　　　　　　
８）田村馨編（1998）

図 9-2　各統計区の範囲
（天神とその周辺）

図 9-3　各統計区の範囲
（博多部）
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代が個別店間の買い回り，つまり回遊性がもっとも高かった時期であった．
飲食業（表 9-7）では，天神地区は，飲食店数は一貫して減少，特に居酒

屋などの遊興飲食店の減少率が大きい．天神３丁目の親不孝通りの衰退や鉄
道高架下にあった「飲み屋」の移転なども一因であろう．天神地区は，中心
市街地にあるべき機能の「買う」「飲む ･ 食べる」のうち，「買う」機能は強
化され，それに特化する一方，「飲む ･ 食べる」機能は弱くなり，その機能
は低下していったと言えよう．

天神地区開発，特に駅ビルの形状により，東西の回遊性が向上した，駅よ
り西の大名地区や今泉地区を見てみよう．統計区の「警固」に今泉地区が，
同じく「大名・舞鶴」に大名地区が含まれる．小売業では，両地区ともに，
店舗数，年間販売額（年販），売場面積ともに上下はあるものの，増加傾向
にある．特に大名地区では，若者向けの衣服のセレクトショップや古着屋が
多く進出したのがこの時期であり，買い回り品の「織物・衣服・身の回りの
品」の数字の増加に現れている．

飲食業では，両地区とも増加傾向にあるが，特に「大名・舞鶴」の増加が

表 9-6　小売業の推移（天神・警固・大名舞鶴）

出典：『福岡市の商業』各年
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著しい．天神地区の飲食機能の低下の受け皿が，ここであった．「大名舞鶴」
の数値には，クラブやバー，居酒屋などの遊興飲食店の割合が高い．この数
値には 80 年代に歓楽街として発展した親不孝通りを含む舞鶴地区の数値と，
90 年代の駅ビル開発により勃興した大名地区の数値が合算されていること
に注意が必要だ．大名地区の勃興と，90 年代には繁栄に陰りを見せていた
親不孝通り（2000 年に親富孝通りと改称）とは，繁栄交替を含んでいるか
らである．

５．博多部の状況

つぎに，博多駅周辺をみていこう．博多駅ビルの開業は後年の 2011 年で
あり，本稿の対象外である．年販でみると，90 年代，「天神」地区は約 3,500
億円を超える九州随一の商業集積地となったが，その頃「博多駅」地区は約
700 億円台で，4 ～ 5 倍の差があった（表 9-8）．商店数は減少しないものの，

「織物・以北・身の回り品小売業」の年販は 90 年代後半から減少した．これ
は「博多駅南」「博多駅東」も同様であり，博多井筒屋の閉店以降，博多駅

表 9-7　飲食業の推移（天神・警固・大名舞鶴）

出典：『福岡市の事業所』各年
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周辺の買い回り機能はほぼなくなったと言えよう．（この買い回り機能の回
復が，博多駅ビルの開業で期待されるところである．）この買い回り機能は，
天神地区が吸収したものと思われる．飲食店数（表 9-9）では，90 年代以降
は維持されており，また遊興飲食店より一般飲食店が多いことなど，JR 駅
近で，オフィス街としての特徴である．
「冷泉」統計区は，かつての商業中心地であった旧市街の冷泉町，祇園町，

店屋町，上川端町と，中州の歓楽街を含むエリアとなっている．この地区は，
1925 年に福岡市最初の百貨店の玉屋ができたように，戦前からの福岡市の
商業中心地であった．1963 年の博多駅の現在地への移転や，天神地区の商
業地としての勃興により，商業地としては衰退する（表 9-10）．1991 年まで
は年販では「天神」地区の約 2,500 億円には及ばないものの，「博多駅」地
区と並んで 500 億円から 700 億円の年販があったが，1991 年をピークに

表 9-8　小売業の推移（博多駅周辺）

出典：『福岡市の商業』各年
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2007 年には 220 億円まで減少している．特に 1999 年の福岡玉屋の閉店が大
きく影響している．「織物・衣服・身の回り品小売業」の商店数の年販の低
下は，買い回り機能の低下を示しており，この機能は天神地区が吸収したも
のと思われる．
「冷泉」の飲食店（表 9-11）は，旧市街の一般飲食店と，中州の遊興飲食

店を含むものであり，特に遊興飲食店の多さは，中州の歓楽街としての圧倒

表 9-9　飲食業の推移（博多駅周辺）

出典：『福岡市の事業所』各年

表 9-10　小売業の推移（冷泉）

出典：『福岡市の商業』各年
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的強さを示すものである．その店舗数は，バブル期の 1991 年まで増加する
ものの，その後減少，特に遊興飲食店数が大きく減少している．これはバブ
ル崩壊後の不況もあるが，天神地区の西側の「警固」「大名・舞鶴」地区の
飲食店，特に遊興飲食店の店舗数が微増か維持されている点や，「博多駅」
の店舗数が増加している点から，これら地域への「飲む機能」が転移したも
のと思われる．

６．おわりに

図 9-4 は，都市圏のコア（中央区・博多区），インナー（福岡市の他区），
アウター（10％雇用の福岡都市圏）の三区分の小売業年販の推移である．イ
ンナー（福岡市の他区）が早くも 1994 年以降，停滞期となりレベルを維持
しつつ，アウター（10％雇用の福岡都市圏）は，郊外型 SC の立地が進み一
貫して増加，コア（中央区・博多区）は，1997 年まで急激な増加，以降減
少に転じている．1997 年から 2007 年まで都市圏全体の年販は 2 兆 9200 億
円から 2 兆 8500 億円と減少しており，先に見た天神とその西側の勃興，博
多部の衰退の地域間競争は，アウターとの競合と市場の縮小の中でおこって
いたのである．

他都市のとの比較に戻ると，都市の中心駅の駅ビルとその周辺の空間的構
造は，来街者の回遊性パータンを規定し，そのために周辺商業地の商業立地
に影響を与える．特に他都市で見たように，駅ビルが「施設内完結型」であ
る場合，来街者をその中に滞留させ，駅周辺や従来の商業中心地の回遊性を
抑止してしまう．これを駅ビルの「ダム効果」（図 9-5）と呼びたい．地域の
活性化は，巨大な一施設内の活性化だけでは達成できない．すなわち，商業

表 9-11　飲食業の推移（冷泉）

出典：『福岡市の事業所』各年
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図 9-4　福岡都市圏　小売業年間販売額の推移
　　　出典：『商業統計表』各年

図 9-5　駅ビルのダム効果
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施設，数多くの小売店，路面店，飲食店が「群」として機能を果たしつつ，
面としての「まち」を形成，来街者はそこを回遊して欲求充足をする．駅ビ
ルは，そのような「群」との共存が達成できてこそ，地域の中での存在価値
があるというべきであろう．
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